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Ⅰ. はじめに 

 

 

男女共同参画社会とは,性別にとらわれず,個性と能力を十分に発揮することができる社会である。そ

のような社会を実現することは,「21世紀の我が国の決定最重要課題」であると,1999年に制定された男

女共同参画社会基本法にも位置づけられ,職場・家庭・地域社会における男女共同参画施策が推進されて

きた。職場において,女性がその希望に応じて能力を十分に発揮し,活躍できる環境を整備するため「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が,男女雇用機会均等法施行から 30年経過した 2015年

に成立した。さらに,女性活躍推進が経済活性化の観点からも重要であるとの認識が高まり,近年は SDGs

の観点からジェンダー平等を志向する若者も急増している。 

その一方で,現代社会の状況やライフスタイルの変化が女性の心身にも大きな影響を与えている。1930

年には初経年齢が 14～15歳だったものの,2011年の調査では 12.2歳,2006年の調査では 11.9歳と低年

齢化しており(1～3,また,初経も遅く出産回数も多かった時代は,生涯に経験する月経回数は 50～100 回で

あった。しかし,現代の女性は,初経が早くなっていることに加え,出産回数は減少しているため,生涯に

経験する月経回数は 400～500回に増加していることが報告されている(4。 

そのため,月経期間中に発現する月経痛などで,学校や仕事に行けなくなるほど日常生活に支障をきた

す「月経困難症」,月経前に発現する月経前症候群（Premenstrual syndrome:PMS）を総称した「月経随伴

症状」は,月経を有する若年女性の 90％に発現し,約１万人の調査では女性の約７割が月経前に身体の不

調を経験,４人に１人は月経前の何らかの症状が仕事や家事の支障になっているという調査結果も報告

されており（5,女性の社会的立場を拒む課題がより深刻になってきているといえる（6。 

こうした状況に対し，月経随伴症状の有無や重症度に関連する要因に関する先行研究も多く,不適切な

生活スタイル（栄養,運動,休養）,ストレッサー,ネガティブライフイベント,ストレスコーピングスタイ

ルなどが指摘されている(7。三橋らは,システマティックレビューという手法を用いて,月経随伴症状の有

無および重症度に関連する要因について検討した論文について系統的に検索した(8。その結果,月経中の

症状については,年齢が 20 歳以上であること,BMI（体格指数）が低いこと,月経期間の長さ,月経周期の

不規則さ,月経随伴症状の家族歴,ストレスレベル,睡眠時間,就寝時刻と関連し,その重症度は,BMI や喫

煙習慣と関連することを見出した(7。これらの特定された危険因子を考慮に入れて女性の健康をサポート

するための適切な戦略を構築する必要性を述べている。 

このように,月経随伴症状等を改善するための要因はいくつか指摘されてきてはいるものの,要因は複

雑に絡み合っており,それぞれの研究が独立した研究報告にとどまっており,有効な予防策の構築にはい

たっていないとの指摘もある(8。 

これらの先行研究から明らかとなっている要因を参考にしながら,20 歳に至るまでにできる限り生活

習慣を改善するために有効な方策を検討し続けることが,女性の健康支援,さらには生活の質を高め，男

女共同参画推進にもつながるということである。 

 とくに社会人になる手前の大学等の高等教育機関において，健康に関する強力なメッセージを発信す

るとともに，在学中に学生たちが自らの身体をチェックし，改善すべきところがあれば行動をおこすま
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で支援する必要性があると考えた。そこで,松山東雲女子大学・松山東雲短期大学に在籍する女子大生の

月経症状の程度と生活スタイルを調査し,高等教育機関における有効な学生への支援策を探ることを目

的として調査研究を行った。 

Ⅱ. 調査結果概要と提言 

i. ８割以上の学生が月経時に何らかの症状あり 

今回，松山東雲女子大学・松山東雲短期大学の学生を対象とした調査を実施した結果，先行研究同様に

月経随伴症状とそれに伴う QOL の低下を確認することができた。月経時に「症状は全くない」と回答し

た学生は 14.6％と少なく，８割以上の学生が月経時に何らかの症状があると回答している。また，「症状

は強いが我慢している」も 24.4％と４分の１を占めており，学業等の出来栄え指数にも大きく影響して

いることが明らかとなった。さらに，月経随伴症状に影響を与える要因として，BMI や平日の就寝・起

床時刻が関係することも明らかとなった。本研究では食習慣と月経随伴症の関連性は得られなかったも

のの，食事調査の分析にかけられる人員や時間が限られていたため本研究では食物摂取頻度調査法を用

いたことにより，回答者の記憶や食意識が正確性に影響した可能性がある。しかし，栄養素全体として食

事摂取基準に示されている推奨量よりも大きく下回っていたため，対象者の栄養状態が良好とは言えな

い結果であった。将来における健康づくり，身体づくりのためにも社会に出る前の大学生であるうちに

食習慣改善のためのアプローチが必要であることが示唆された。 

 

ii. プレコンセプションケアの重要性 

2015 年 11 月に国立成育医療研究センター内にプレコンセプションケアセンターが設立され，日本に

おけるプレコンセプションケアを「前思春期から生殖可能年齢にあるすべての人々の身体的，心理的お

よび社会的な健康の保持および増進」と定義づけている(9。プレコンセプションケアの概念として，妊娠・

出産を計画しているかどうかが重要なのではなく，さらには女性に限定するものでもなく，すべての男

女（LGBTQ を含む）の健康の保持・増進を目的としていることを確認しておきたい。その後，2018 年

12 月 8 日に成立した成育基本法「成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療

等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律」は，妊娠期（胎児期），小児期，思春

期を経て成人に至る一連の成育過程にある子どもたち一人ひとりの健やかな発育を目指し，個別の医療

のほか，公衆衛生学的な視点や，教育，福祉などの幅広い分野において，従来の主な施策と今後期待され

る施策を連携させることにより，子どもと子育てのサポートを一層推進するための理念法であり，プレ

コンセプションケア概念を包括しているといえよう。したがって，この理念法をそれぞれの地域におい

て，具体的に実践していくことが重要である。愛媛県内においても，高等学校までの教育機関において包

括的性教育が徐々に体系的に実施されるようになってきている。しかしながら，大学等の高等教育機関

においてどのような現状にあるのか。 
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iii. 大学等における教育，支援の現状と課題 

「厚生労働省科学研究費補助金 女性の健康の包括的支援政策研究 多様化した女性の活躍の場を考慮

した女性の健康の包括的支援の現状把握および評価手法の確立に向けた研究」（2020～2021 年度）(10 に

よると，全国 767 大学保健センターへの女性の健康支援に関する実態調査から，健康相談はメンタルヘ

ルス，一般身体症状に次いで月経が多かったようである。しかしながら，健康教育講座の参加者数は，禁

煙やアルコールなど広く大学生に周知すべき健康教育内容が多く，生殖に関連する項目は少なかったこ

とが報告されており，高等教育機関における教育，健康支援が必ずしも十分であるとはいえない状況で

あることが明らかとなった。 

継ぎ目のない健康教育とサポート体制の構築，具体的には保健・医療・教育・福祉等の連携が必要であ

るが，とくに高等教育機関における健康メッセージの発信と在学中の学生たちの行動に直接インパクト

を与えるような取り組み，サポートは大変重要である。それらを愛媛県内の大学等で連携して取り組む

ことは本県の特徴ともなり，若者支援の重要なポイントとなるのではないだろうか。 

 

iv. 大学等におけるスクリーニングの徹底と個別的アプローチの重要性 

プレコンセプションケアは，前述のごとく女性のみを対象としているものではないが，まずは月経教育

を中心に体系的に支援体制を構築することから着手することを提案したい。今回，調査を実施した松山

東雲女子大学・松山東雲短期大学では，女性特有の健康上の悩みや問題に直面する学生を支援するため，

年間２回の婦人科医師（女性）による相談日，年間４回の助産師による「からだの相談日」を設けている。

さらに，コロナ禍よりオンラインによる相談体制を構築しているが，できる限り対面での相談を推進す

図 1.生涯のうちのプレコンセプションケアの位置付け(9 
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るように努めている。個別の相談に結び付けるために，年度初めの健康診断においてスクリーニングを

し，貧血等が疑われる学生（内科検診による医師の判断）には保健室に勤務する保健師による相談を実

施，さらに学生から希望があれば産業医あるいは本学との関係構築ができている婦人科医師を紹介して

治療につないでいる。正確な知識・情報を獲得するために，チャペル・アワー（週１回開催）を活用した

助産師による講話（年２回開催）と，共通カリキュラムにおいて開講している「ライフサイクルと健康」

は有用な機会となっている。 

こうした取り組みをさらに強化・拡充するために，女性特有の健康上の悩みや問題に直面する学生の徹

底したスクリーニング，そして個別的アプローチの実施と在学中に状況を改善するためのプログラムの

立案と学生の行動変容を促すための支援を体系的に実施することが重要である。そのためには，学生を

対象とした講話等では，肯定的月経観を醸成するようにつとめ，健康的生活習慣，さらには，月経随伴症

状の正確な知識と適切な対処行動に関する情報を学生に伝えることが重要である。そして，健康診断等

で徹底的にスクリーニングを行う。具体的には，健康診断の項目にフェリチンの測定を含めた採血もし

くは血色素量を測定し，大学入学直後に貧血傾向にある学生と無月経および月経随伴症状の有無に関し

てスクリーニングを実施），該当学生には，自分自身の QOL を改善するためには自らの生活を改善して

いくことが大切であることの自覚を促し，食意識・食習慣を改善するための特別メニューを開発して大

学生活協同組合食堂で提供，簡単なスポーツと睡眠等を合わせて改善するようなプログラムを提示した

うえで，学生たちの行動変容を促し，月経随伴症状の軽減と QOL 向上をめざすことが求められる。必要

な場合は，婦人科等における受診のしかたを伝えたうえで，連携する医療機関を紹介することが必要で

あろう。 

健康に関する教育は，知識や技術の獲得だけでは行動変容にまでつながらないといわれており，キャン

パス内で友人同士で楽しみながらチャレンジできる仕組みづくり（食生活・運動習慣改善６ヶ月チャレ

ンジ等）が必要ではないかと思われる。また，行動変容後６ヶ月以上でその行動は維持されるので，在学

中にカウンセリング等を実施しながら，支援を行うことが必要であろう。今後，トランスセオレティカ

ル・モデル（TTM）を参考にしながらプログラムを構築したい。 

こうした取り組みを愛媛県内の大学で連携して実施するための計画案を表 1 に示す。まずは，本研究

の調査結果を「えひめ男女共同参画推進大学等連絡協議会」において報告，その後，女子学生のためのプ

ログラムを大学間で連携して取り組むことができるかどうか協議したのちに，翌年度に実施可能な大学

から実践する。同時に，男子学生や LGBTQ 等に対するプログラムも検討し，構築した後に実施すると

いうものである。さらに，大学等の高等教育機関に通っていない若者たちには，自治体が実施するプログ

ラムを活用できるような仕組みづくりも必要である。 

 

表 1.プログラム実施計画（案） 

 実施・検討内容 

１年目 本研究調査結果を「えひめ男女共同参画推進大学等連絡協議会」において報告，女子学生対

象のプログラム構築，大学間連携で取り組むことの可能性を協議 

２年目 女子学生に対するプログラム実施，男子学生や LGBTQ 等に対するプログラム検討，構築 

３年目 男子学生や LGBTQ等に対するプログラム実施 

４年目 全プログラムの検証 
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図 2. 本学の支援体制の現状と今後

の展望 
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Ⅲ. 調査結果と考察 

 

i. 対象者の属性 

本研究の対象者は，18～22 歳までの本学に通う女子

大学生・短期大学生であり，令和元年国民健康・栄養調

査の 20 歳代女性の平均値（身長 157.5±5.5 cm， 体

重 52.0±8.1 kg， BMI 21.0±2.9 kg/m2， 血色素量 

13.3±1.0 g/dl）とほぼ同様であった（表 2）（13。BMI は

16.0 と低値のものもいたが，無月経の対象者はいなか

った。居住環境においては実家暮らしのものが最も多

く（73.2%）,一人暮らしをしているものは全体の 4 分の 1 程度であった(図 3)。学生のアルバイト

の頻度は，平日 5 日間のうち 2 日以内としているものは 60％ほどで，４０％は 3 日以上アルバイ

トに費やしており，中には平日５日間毎日アルバイトをしている学生もいた（図 4）。休日にアルバ

イトをしている学生は 68.3％で，そのうち 22.0％は２日間ともアルバイトをしていた（図 5）。１

週間あたりのアルバイトの平均日数は 2.95 日と全国的に見ても平均的な日数であるが，１週間の

半分以上（4 日以上）をアルバイトに費やしている学生が 36.5％おり，学業との両立や日々の疲労

の回復状況において懸念される事項であると考える（図 6）。 

 

 

 

 

 

表 2.対象者の属性 

 

図 3.学生の居住環境 
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図 5.１週間あたりのアルバイト日数 

（休日） 

図 4.１週間あたりのアルバイト日数 

（平日） 
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ii. 月経随伴症状と貧血（血色素濃度） 

WHO（世界保健機関）では成人女性の貧血は血色素濃度が 12.0g/dl 未満と定義されている。先

行研究において鉄の摂取量が十分であると PMSの発症が抑えられるとの報告がされており（12，貧

血と PMS の関係があることが考えられる。本研究では血色素量と月経随伴症状の有無，重症度に

有意な差は無かったが，月経随伴症状有り群の方が血色素量は低い傾向にあり，貧血と月経随伴症

状の関係については今後も検討していく必要性を感じた。また，白橋らの改善例は血色素量ではな

く，フェリチン値の改善によって PMS症状の低減につながっていた（12。鉄欠乏性貧血となる場合，

血色素量よりも先にフェリチンが減少する。フェリチンが減少した状態を潜在性鉄欠乏症と呼び，

血色素量は正常値を示すが，体内では鉄欠乏状態となり貧血症状が生じることがある。本研究は血

色素量が正常値であっても貧血症状を回答するものが複数存在した。貧血と月経随伴症状との関連

を検討する場合はフェリチンに着目することも重要であると考える。 

 

iii. 月経関連状況について 

本研究の調査結果においては無月経の対象者はおらず，正常月経が 68.3%，月経不順となっている

学生が 31.7％であった（図 7）。月経随伴症状は生理前・生理中に現れており，生理中のみ症状が現

れるものが 60.0％，生理前と生理中に現れるものが 40.0％であった（図 8）。約 15％は月経随伴症

状が出ていないが，85％もの学生は症状があるとしており，月経随伴症状等に対する支援は多くの

学生に恩恵があることを私たちは男女問わずに知っておく必要がある（図 9）。月経随伴症状が現れ

る期間について，多くは 3 日未満で収まっているようであるが，中には１週間以上症状に悩まされ

図 6.１週間あたりのアルバイト日数 
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ている学生がいた（図 10）。１週間は１ヶ月の 4 分の 1 もの期間となり，それが毎月の生理の際に

生じることとなると１年間のうち約３ヶ月間，月経随伴症状で悩みを抱える期間を持っていること

となる。そうなった場合，様々な面で不利な状況に陥ることや，不利益を被る可能性もあるため少

しでも改善に向けて取り組むことが必要であると考える。 

本研究では月経随伴症状の有無を「あり群」「なし群」，重症度

を「重症群」「軽症群」として生活習慣との関係を分析した（表

3）。月経随伴症状は先行研究において月経不順があり，

BMI<18.5kg/m2 である場合，PMS の有病率と重症度のリスク

となることが報告されている（11。本研究では月経のタイミング

において月経随伴症状の関係性はみられなかったが，BMI は適

正範囲内（18.5≦BMI＜25）と適正範囲外（BMI<18.5 ，BMI≧

25）で重症度において有意な差がみられた（p=0.043）。適正範

囲外には過体重（BMI25.0 以上）の対象者 3 名中 2 名が月経随

伴症状を有しており，重症であった。月経随伴症状サポートにおいては，低体重の対象者だけでな

く，過体重の対象者にも支援の目を向けていく必要性があると考えられる。月経随伴症状において，

学生たちが感じる不快な症状は「憂鬱な気分になる」が最も多く，半数以上を占めている（図 11）。

その他「勉強の効率が落ちる」「ミスが増える」など学業等のパフォーマンス低下に直結するものに

対して多くの学生が該当していた。普段のパフォーマンスを 10 点とし，月経随伴症状が学業の出

来栄えについてどの程度影響を与えているか調査した結果，月経随伴症状が生じている時のパフォ

ーマンスは平均 5.5±1.6 点であり，普段に比べ著しく能力の低下を感じていることが分かった（図

13）。月経随伴症状期間が長期に渡る学生は毎月 10日程度，自身のパフォーマンスが低下している

状況で生活していることとなる。また，月経随伴症状が軽度や持たない学生と比較し，否応なく不

利な環境で学業に臨まなければならない。健全な学生生活を送ってもらうためにも，大学側からの

理解やサポートが重要であると考える。 

 

図 7.月経の有無と間隔 

表 3.対象者の群分け 
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図 9.月経随伴症状の強さ 

図 8.月経随伴症状が生じるタイミング 
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図 10.月経随伴症状が生じる期間 

図11. 月経随伴症状が学業や大学生活に与える影響 
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図 12.月経随伴症状が学業や大学生活に影響を与える症状の個数 

図 13.月経随伴症状によって不快な症状を受けている時の学業の出来栄え 
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iv. 月経随伴症状と運動習慣 

運動習慣においては，部活動やクラブの所属が PMS の有病率や重症化予防につながることが報告

されている（14，15，16。本調査では過去に運動部やクラブの所属していたものと月経随伴症状につい

て有意な差はみられなかったが，月経随伴症状無し群は月 1 回以上の運動機会を設けていた（図

14~19）。運動部やクラブに所属することは運動への抵抗感を少なくし，将来の運動習慣に繋げる要

因となり，月経随伴症状の有病率や重症化の低減に繋がっているのではないかと考えられる。 

 

 

 

 
 

図 14. 運動部やスポーツクラブの所属歴 

図 15. 過去１ヶ月の運動の頻度 
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図 16. 1回の運動の継続時間 

図 17. 運動習慣の継続 
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図 18. 月経随伴症状がある学生の運動習慣 

図 19. 月経随伴症状がない学生の運動習慣 
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v. 月経随伴症状と睡眠習慣 

生活習慣と月経随伴症状の関係性を検討したところ，先行研究と同様に睡眠習慣での関連性がみ

られた（14,17~19。月経随伴症状において重症群の方が軽症群に比べ平日の就寝時刻（重症 1:38±1:25, 

軽症 0:47±1:01），起床時刻（重症 8:30±1:24, 軽症 7:32±0:53）が遅くなっていた（表 4）。また，

平日の睡眠の質においても悪い傾向にあった(図 21,22)。Kana，Y.らは，PMS の発症にインターネ

ットの使用時間の長さや入眠障害を指摘しており（14，就寝時のスマホ使用によって就寝時刻が遅く

なり，睡眠の質が低下している可能性も考えられる。 

睡眠時間と月経随伴症状の関連性は得られなかったが，全体の平日睡眠時間（6:51±1:03）と休日

睡眠時間（8:20±1:20）とで 1時間 30 分程の差があることは今後の課題として挙げられる（表 4,図

20）。平日と休日と睡眠時間の差は起床時刻の差（平日起床時刻 7:50±1:12, 休日起床時刻 10:13±

1:44）によるものが大きく、それは社会的時差ボケを引き起こす要因となる。先行研究において社

会的時差ボケは PMS への影響以外に，肥満や休日明けの眠気，疲労感にも悪影響を与えることが

報告されている（20，21。平日と休日の就寝・起床時刻を含めた規則正しい睡眠習慣について啓発活動

を行うことは月経随伴症状のリスク低減の他，週明けからの学生の高いパフォーマンスの発揮につ

ながるものと考えらえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8:20 

表４.対象者全体および月経随伴症状の重症度からみた睡眠習慣 
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図 21. 睡眠の質（平日） 

図 22. 睡眠の質（休日） 
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vi. 経随伴症状と食習慣 

学生の食習慣について調査した結果，朝食を「毎日食べる」と回答したものは 34.1％であった（図

23）。約半数は１週間のうち半分程度朝食を摂っていないこととなる。朝食の欠食はその日に必要な

栄養素だけでなく，水分補給による熱中症予防や 1 日の生活リズムを整える非常に重要な生活行動

である。本調査では実家暮らしの対象者は７割程度いたが，実家にいるからといって規則正しく，

栄養バランスが取れた食習慣が送れているとは言えないことが分かる。外食やインスタント食品の

利用頻度は多くが「月に 1 回未満」や「月に１～3 回」であったが，週の半分以上外食やインスタ

ント食品を利用している学生も見受けられた（図 24,25）。特にインスタント食品に頼る食生活にな

ると栄養バランスが炭水化物，脂質，塩分が過剰になりやすく，栄養バランスを整えることが難し

い。インスタント食品を活用しながらもバランスの良い食事を摂る必要があること，栄養バランス

を良くする工夫などの食育が今の学生には必要であると考えられる。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 朝食の摂取頻度 
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図 24. 外食の頻度 

図 25. インスタント食品の摂取頻度 
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食習慣および栄養素等摂取状況と月経随伴症状の関係対象者の栄養素等摂取状況を図 26に示した。

先行研究において月経随伴症状の一つである PMSに関わる栄養素はビタミン D，ビタミン B1，ビ

タミン B2，カルシウムとされており（22，本調査結果ではそれぞれ，4.1±4.7μg ,0.69±0.34 mg ，

0.86±0.54 mg ，336±197 mg であった。本調査ではこれらにおいて月経随伴症状の有無や重症度

の有意な差は見られなかったが，いずれも不足している状態である。青年期の栄養状態はプレコン

セプションケアの実現において重要な役割を持っており，社会に出る前の学生である間に良好な食

生活の形成が大切である。本学は栄養士養成校であるが，学生に対しての栄養ケア等の活動の取り

組みはできていないため，学生に対しての食育活動も検討していく必要があると考える。 
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